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(百万円未満切捨て)

１．平成30年12月期第２四半期の連結業績（平成30年１月１日～平成30年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年12月期第２四半期 22,647 1.8 985 71.9 1,107 50.8 687 21.3

29年12月期第２四半期 22,255 △6.8 573 255.9 734 141.9 566 58.5
(注) 包括利益 30年12月期第２四半期 △18百万円( －％) 29年12月期第２四半期 149百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

30年12月期第２四半期 26.19 －

29年12月期第２四半期 20.93 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

30年12月期第２四半期 81,610 66,949 81.8

29年12月期 84,731 68,830 80.9
(参考) 自己資本 30年12月期第２四半期 66,793百万円 29年12月期 68,552百万円
　

　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年12月期 － 24.00 － 14.00 38.00

30年12月期 － 14.00

30年12月期(予想) － 14.00 28.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

(注) 29年12月期 中間配当金の内訳 普通配当 14円00銭 創立60周年記念配当 10円00銭
　

　

３．平成30年12月期の連結業績予想（平成30年１月１日～平成30年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 47,000 2.3 1,400 63.6 1,800 47.5 1,200 60.4 45.71
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社は、平成30年２月15日付で自己株式の取得を行い、平成30年２月28日付で自己株式の消却を行っております。
このため、１株当たり当期純利益は、当該自己株式の取得及び消却を考慮しております。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年12月期２Ｑ 27,582,573株 29年12月期 28,882,573株

② 期末自己株式数 30年12月期２Ｑ 1,469,923株 29年12月期 1,801,594株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年12月期２Ｑ 26,252,914株 29年12月期２Ｑ 27,079,607株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（２）連結業績予想など
の将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

＜当第２四半期連結累計期間の経営成績＞

当第２四半期連結累計期間の日本経済は、輸出の増加や雇用・所得の改善、企業の設備投資の拡大など、回復傾向

が続いています。世界経済も堅調な成長が続いていますが、米国の保護主義的な通商政策の発動により、貿易戦争の

勃発や世界経済全体への深刻な影響が懸念されています。

　国内では、洋上風力発電を中心とする再生可能エネルギー市場が活況にあるほか、インフラの老朽化に伴う維持管

理市場の拡大、気候変動に伴う防災・減災事業の強化など、当社グループの市場機会は広がりを見せている一方、防

災・維持管理市場におけるICT（情報通信技術）の積極的導入に伴う異業種の参入などにより、競争環境は一段と厳し

さを増しています。世界的には、中国や新興国での旺盛なインフラ建設・更新需要が当社グループの市場機会を伸ば

していますが、原油・資源価格が持ち直しつつある資源探査市場では、一進一退の緩慢な成長はあるものの顕著な回

復には至っておりません。

　このような中での当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高は248億１千万円（前年同期比96.5

％）となりましたが、売上高は226億４千７百万円（同101.8％）、営業利益は９億８千５百万円（同171.9％）と増収

増益となりました。経常利益は11億７百万円（同150.8％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億８千７百万円

（前期比121.3％）となっております。

　当社グループの事業セグメント別の業績は、以下のとおりです。なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメ

ントの区分方法を変更しており、当第２四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

　①インフラ・メンテナンス事業

世界的に社会インフラの更新需要が拡大傾向にある中で、受注高は、国内の震災特需終焉に伴う大型の復興関連業務

の縮小から、 102億１千８百万円（前年同期比95.2％）でしたが、売上高は102億７千７百万円（同109.2％）、営業利

益は７億４千万円（同145.7％）と増収増益となりました。

②防災・減災事業

受注高は、 47億１千３百万円（前年同期比101.0％）となりました。売上高は37億７千８百万円（同108.8％）、営業

利益は１億９千７百万円（同203.9％）と増収増益となりました。

③環境事業

受注高は54億９千４百万円（前年同期比101.9％）となりましたが、売上高は、前年の大型売上の反動から、 40億２千

万円（同73.7％）と減収になりました。これに伴い営業利益は、２億７千１百万円（同67.9％）と減益となりました。

④資源・エネルギー事業

東日本大震災後の電力施設関連事業が概ね一巡したことから、受注高は43億８千４百万円（前年同期比89.3％）とな

りました。売上高は、 45億７千１百万円（同116.8％）と増収になりました。損益は２億２千６百万円の損失となりましたが、

原油価格の回復に伴い、損失を計上していた海洋探査事業の収益が改善傾向にあることから、前年より損失幅は縮小してい

ます（前年は４億３百万円の営業損失）。

（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　平成30年12月期通期業績予想につきましては、平成30年２月14日付発表「平成29年12月期決算短信〔日本基準〕」の記載

から変更はありません。

　

〈平成30年12月期 連結業績予想（平成30年1月1日～平成30年12月31日）〉

売上高：470億円、営業利益：14億円、経常利益：18億円、親会社株主に帰属する当期純利益：12億円
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,221 33,758

受取手形及び売掛金 1,820 1,981

完成業務未収入金 19,441 10,178

リース債権及びリース投資資産 2,546 2,775

有価証券 1,480 1,299

未成業務支出金 2,649 2,327

商品及び製品 911 786

仕掛品 672 813

原材料及び貯蔵品 1,813 1,776

その他 2,222 2,028

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 59,767 57,714

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,999 4,895

土地 6,255 6,251

その他（純額） 1,343 1,313

有形固定資産合計 12,598 12,460

無形固定資産

のれん 270 198

その他 1,306 1,264

無形固定資産合計 1,576 1,463

投資その他の資産

投資有価証券 7,446 6,757

退職給付に係る資産 1,525 1,490

その他 2,397 2,250

貸倒引当金 △581 △526

投資その他の資産合計 10,788 9,972

固定資産合計 24,963 23,896

資産合計 84,731 81,610
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 552 528

業務未払金 1,658 882

未払法人税等 333 467

製品保証引当金 124 135

賞与引当金 143 314

受注損失引当金 160 181

株式給付引当金 62 17

その他 7,462 6,670

流動負債合計 10,497 9,197

固定負債

退職給付に係る負債 1,965 1,984

その他 3,439 3,478

固定負債合計 5,404 5,463

負債合計 15,901 14,660

純資産の部

株主資本

資本金 16,174 16,174

資本剰余金 16,519 15,077

利益剰余金 37,406 37,711

自己株式 △1,903 △1,828

株主資本合計 68,196 67,134

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,942 1,695

土地再評価差額金 △2,594 △2,594

為替換算調整勘定 680 291

退職給付に係る調整累計額 328 267

その他の包括利益累計額合計 356 △341

非支配株主持分 277 156

純資産合計 68,830 66,949

負債純資産合計 84,731 81,610
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 22,255 22,647

売上原価 15,512 15,390

売上総利益 6,743 7,256

販売費及び一般管理費 6,170 6,271

営業利益 573 985

営業外収益

受取利息 56 76

受取配当金 37 39

持分法による投資利益 18 9

不動産賃貸料 26 26

貸倒引当金戻入額 32 58

受取保険金及び保険配当金 42 1

固定資産売却益 167 7

その他 19 28

営業外収益合計 398 247

営業外費用

支払利息 2 2

不動産賃貸原価 7 6

固定資産売却損 88 －

固定資産除却損 72 116

その他 67 0

営業外費用合計 237 125

経常利益 734 1,107

税金等調整前四半期純利益 734 1,107

法人税等 190 427

四半期純利益 543 679

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △23 △7

親会社株主に帰属する四半期純利益 566 687
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 543 679

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 255 △247

為替換算調整勘定 △590 △389

退職給付に係る調整額 △57 △61

その他の包括利益合計 △393 △697

四半期包括利益 149 △18

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 173 △9

非支配株主に係る四半期包括利益 △23 △8
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、平成30年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。これを受け、東京証券取引所の自己株式

立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による買付けの方法により普通株式1,000,000株、1,410百万円の取得を行

いました。

　また、平成30年２月14日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決

議し、平成30年２月28日に普通株式1,300,000株を消却しております。これにより、資本剰余金が1,515百万円、自

己株式が1,515百万円それぞれ減少しております。

　

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　 （税金費用の計算）

一部の連結子会社においては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法により計算して

おります。

　

（追加情報）

当社は、平成30年３月27日開催の株主総会決議に基づき、平成26年６月２日より導入している、当社の取締役に

対する報酬制度「株主給付信託（BBT）」を継続しております。また、同日、当社の株価や業績と従業員（当社従業

員、当社子会社の取締役及び従業員）の処遇の連動性をより高めることで株価及び業績向上への従業員の意欲や士

気を高め、中期経営計画の目標達成及び中長期的な当社の更なる企業価値の向上を図ることを目的に「株式給付信

託（J-ESOP）」を継続しております。（以下、合わせて「本制度」という。）

(1) 取引の概要

本制度の継続に際し、「役員株式給付規定」（以下、「役員給付規定」という。）及び「株式給付規定」（以下、

「給付規定」という。）を一部改訂しております。当社は、改訂した役員給付規定及び給付規定に基づき、将来給

付する株式を予め取得させるために、信託銀行に対し第三者割当による自己株式の処分を行い、信託銀行は当社株

式を取得いたしました。「株式給付信託（BBT）」は、役員給付規定に基づき、役員にポイントを付与し、そのポイ

ントに応じて、役員に株式を給付する仕組みです。また、「株式給付信託（J-ESOP）」は、給付規定に基づき、中

期経営計画「OYO Jump18」（2018～2020年）の各年度の当社あるいは、各子会社の業績に応じて、翌年３月にポイ

ントを付与し、2021年３月にその累計ポイントに応じて、従業員に株式を給付する仕組みです。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度276百万円、195,952株、当第２

四半期会計期間525百万円、351,220株であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

インフラ・メ
ンテナンス事

業

防災・減災
事業

環境事業
資源・エネル
ギー事業

計

売上高

外部顧客への売上高 9,413 3,472 5,455 3,914 22,255 ― 22,255

セグメント間の内部
売上高又は振替高

55 6 ― ― 62 △62 ―

計 9,469 3,479 5,455 3,914 22,318 △62 22,255

セグメント利益
又は損失（△）

508 96 399 △403 600 △27 573

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△27百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

インフラ・メ
ンテナンス事

業

防災・減災
事業

環境事業
資源・エネル
ギー事業

計

売上高

外部顧客への売上高 10,277 3,778 4,020 4,571 22,647 ― 22,647

セグメント間の内部
売上高又は振替高

31 18 3 ― 53 △53 ―

計 10,309 3,796 4,023 4,571 22,700 △53 22,647

セグメント利益
又は損失（△）

740 197 271 △226 983 2 985

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額２百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結累計期間より、報告セグメントを従来の「調査・コンサルティング事業」「計測機器事業

(国内)」「計測機器事業(海外)」の３区分から、「インフラ・メンテナンス事業」、「防災・減災事業」、「環境

事業」、「資源・エネルギー事業」の４区分に変更しております。これは、中期経営計画「OYO Step14」で展開し

てきた４つの領域を中心として、新たに事業セグメントを再定義し、このセグメントで事業の拡大を目指すことに

よるものであります。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。
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新セグメントの概要は、以下の通りです。

＜インフラ・メンテナンス事業＞

主に社会インフラの維持管理（整備・維持・更新）を支援するためのソリューションサービスを提供。

　主な事業内容は、国・自治体などが管理している社会インフラの老朽化調査・維持管理システムの構築、災害

に強いインフラ整備のための調査・設計・計測サービス、各種点検等に用いる非破壊検査製品の開発・販売な

ど。

＜防災・減災事業＞

主に自然災害（地震・津波・火山災害、豪雨災害、土砂災害など）に対する社会や企業の強靭化を支援するた

めのソリューションサービスを提供。

　主な事業内容は、国や自治体の防災計画に係わる地震・津波・火災等の被害予測・防災計画立案、企業の事業

継続計画に係わる自然災害リスクの調査・損失予測・対策のコンサルティング、地震計ネットワークや火山監視

システムなどの自然災害に係わるモニタリングシステムの構築・設置・更新など。

＜環境事業＞

社会環境の保全及び地球環境への負荷軽減対策などを支援するためのソリューションサービスを提供。

　主な事業内容は、環境モニタリング、土壌・地下水汚染対策、アスベスト対策、廃棄物処理等を対象とした社

会環境分野の調査・対策のコンサルティング、地球温暖化対策や生物多様性保全など自然環境分野の調査・コン

サルティングなど。

　

＜資源・エネルギー事業＞

資源・エネルギーの開発・保全・有効活用などを支援するためのソリューションサービスを提供。

　主な事業内容は、各種発電施設などの立地に係わる高度な地質調査コンサルティング、メタンハイドレート開

発研究、地熱・地中熱などの再生可能エネルギー事業化支援、資源探査装置・システムの開発・販売、海底三次

元資源探査サービスなど。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年08月08日 15時35分 11ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）


